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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 （百万円） 33,565 35,934 72,760

経常利益 （百万円） 773 1,731 2,924

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 491 1,186 2,028

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 423 1,864 2,823

純資産額 （百万円） 38,980 42,622 41,079

総資産額 （百万円） 61,131 66,810 66,896

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 84.60 203.97 348.96

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 82.51 199.29 340.44

自己資本比率 （％） 60.6 61.0 58.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,643 4,050 1,405

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △993 △1,019 △1,977

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △862 △680 △213

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 9,369 9,151 6,800

回次
第63期

第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 59.05 126.79

(注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定して、「１株当たり四半期（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純利益金額」を算定しております。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常

な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更は

ありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。

(１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用環境の改善等により緩やかな

回復基調にあるものの、地政学リスクの高まりなどもあり、先行きは不透明な状況で推移しまし

た。

当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、光アクセスサービスの契約件数は光コ

ラボレーションモデルによる新たな需要の拡大により緩やかに増加しているものの、固定通信設備

への投資は引き続き減少傾向にあります。モバイルサービスでは、映像配信やＩｏＴなどのサービ

ス拡大に伴うトラフィックの増大に対応するため、５Ｇをはじめとしたネットワークシステムの大

容量化や高速化に向けた投資の拡大が期待されます。

また、今後の経済成長や社会的な課題の解決等に向けて、ＩｏＴやビッグデータ、人工知能（Ａ

Ｉ）等を活用した新たなＩＣＴサービスやビジネスモデルの創出が拡大しつつあります。一方、公

共・民需分野では、政府が進める国土強靭化政策や地域創生に向けた社会インフラへの投資、2020

年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた建設投資の拡大が期待されます。

このような事業環境のなか、当社グループは2018年度を到達年度とした３ヵ年中期経営計画“チ

ャレンジ－2018”を達成すべく、「売上高と利益の確保・拡大」「人財の育成と活力ある職場づく

り」「安全・品質の追求」「グループ経営基盤の強化」の４つの基本方針に沿った取り組みを推進

してまいりました。

具体的には、通信事業各社からの設備建設工事に加え、設備保守業務等の受注確保・拡大に努め

るとともに、東海圏をはじめ首都圏・関西圏においても一般企業および官公庁からの道路関連通信

設備工事や建物内電気・通信設備工事、土木工事、ＩＣＴ関連事業等の受注拡大に注力してまいり

ました。また、７月１日付で組織の一部を見直し、拡大事業分野や保守業務への対応に加え、品質

管理体制強化に努めるとともに、資格取得の推奨など技術者育成に注力してまいりました。グルー

プ会社におきましては、半導体製造装置設置・保守事業や情報システム開発事業の拡大に努めたほ

か、交通系電子マネー決済端末を利用した新規事業開発にも注力してまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、受注高394億52百万円（前年同期比104.3％）、

売上高359億34百万円（前年同期比107.1％）、営業利益14億92百万円（前年同期比237.3％）、経常

利益17億31百万円（前年同期比224.0％）、親会社株主に帰属する四半期純利益11億86百万円（前年

同期比241.3％）となりました。

当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況は次のとおりです。

① 総合エンジニアリング事業

前年同期に比べて、繰越案件が多かったことに加え、通信事業各社からの受注高の拡大に努

めたことにより売上高、営業利益が増加しました。

② ＩＣＴソリューション事業

前年同期に比べて、受注高、売上高が減少しましたが、売上原価の低減等により営業利益は

増加しました。

③ 住宅不動産事業

前年同期に比べて、分譲戸建の完成引渡が下期に集中しているため、受注高、売上高は減少

しましたが、賃貸事業の拡大により営業利益は増加しました。
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(２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第２四

半期連結累計期間に比べ2億17百万円減少し、91億51百万円となりました。各キャッシュ・フローの

状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期

純利益17億26百万円、減価償却費6億92百万円、売上債権の減少43億66百万円による資金の増加要因

と、仕入債務の減少7億72百万円、法人税等の支払い7億56百万円の資金の減少要因により40億50百

万円の資金増加（前第２四半期連結累計期間は36億43百万円の資金増加）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得

による支出9億75百万円等により、10億19百万円の資金減少（前第２四半期連結累計期間は9億93百

万円の資金減少）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い2億92

百万円、借入金の減少2億38百万円等により、6億80百万円の資金減少（前第２四半期連結累計期間

は8億62百万円の資金減少）となりました。

(３）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について

重要な変更はありません。

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた問題はありません。

(５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は20百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,830,000

計 12,830,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 6,296,298 同左

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数は100株で

あります。

計 6,296,298 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において、新たに発行した新株予約権はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 6,296,298 － 5,676 － 4,425

1956/E00129/ＮＤＳ/2018年
－5－



（６）【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

ＮＤＳグループ社員持株会 名古屋市中区千代田二丁目15番18号 335 5.32

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 283 4.50

みずほ信託銀行株式会社 退職給付

信託 みずほ銀行口 再信託受託者 

資産管理サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 283 4.50

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 250 3.97

株式会社アイチコーポレーション 上尾市大字領家字山下1152番地の10 227 3.60

あいおいニッセイ同和損害保険株式

会社
東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 200 3.17

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 169 2.68

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 153 2.42

株式会社中京銀行 名古屋市中区栄三丁目33番13号 120 1.90

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 110 1.76

計 － 2,133 33.87

(注）１ 「みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会

社」は、株式会社みずほ銀行がみずほ信託銀行株式会社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議

決権行使の指図権は株式会社みずほ銀行に留保されております。なお、みずほ信託銀行株式会社は、信託財

産を資産管理サービス信託銀行株式会社に再信託しております。

２ 上記のほか、当社所有の自己株式458千株（7.28％）があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 458,800

（相互保有株式）

普通株式 37,300

－
単元株式数は

100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,745,100 57,451 同上

単元未満株式 普通株式 55,098 －
１単元（100株）未満

の株式であります。

発行済株式総数 6,296,298 － －

総株主の議決権 － 57,451 －

(注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含

まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が34株が含まれております。

②【自己株式等】
平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

ＮＤＳ株式会社

名古屋市中区千代田二丁目

15番18号
458,800 － 458,800 7.28

（相互保有株式）

株式会社東海通信資材サー

ビス

名古屋市中区千代田二丁目

15番18号
15,400 18,300 33,700 0.53

（相互保有株式）

日本協同建設株式会社
亀山市阿野田町1036番地３ 3,600 － 3,600 0.05

計 － 477,800 18,300 496,100 7.87

(注）株式会社東海通信資材サービスの「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（ＮＤＳ取引

先持株会 名古屋市中区千代田二丁目15番18号）によるものであります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年

７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29

年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビ

ューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,393 9,749

受取手形・完成工事未収入金等 21,843 ※２17,492

リース債権及びリース投資資産 2,255 2,405

未成工事支出金 89 256

仕掛品 41 97

仕掛販売用不動産 1,226 1,397

販売用不動産 434 257

商品 542 540

材料貯蔵品 714 775

繰延税金資産 692 573

その他 548 612

貸倒引当金 △51 △33

流動資産合計 35,729 34,125

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 5,006 5,624

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,666 2,797

土地 8,767 8,843

貸与資産（純額） 198 176

建設仮勘定 283 0

有形固定資産合計 16,923 17,442

無形固定資産 279 273

投資その他の資産

投資有価証券 11,750 12,792

長期貸付金 139 158

繰延税金資産 272 259

その他 2,044 2,021

貸倒引当金 △244 △262

投資その他の資産合計 13,964 14,968

固定資産合計 31,166 32,685

資産合計 66,896 66,810
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,584 4,791

短期借入金 4,196 5,943

リース債務 228 256

未払法人税等 810 461

未成工事受入金 97 131

賞与引当金 1,595 1,318

役員賞与引当金 51 －

工事損失引当金 23 24

その他 2,242 2,058

流動負債合計 14,829 14,984

固定負債

長期借入金 5,356 3,370

リース債務 767 828

繰延税金負債 698 998

役員退職慰労引当金 316 216

退職給付に係る負債 3,462 3,398

その他 386 390

固定負債合計 10,987 9,203

負債合計 25,816 24,188

純資産の部

株主資本

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,477 4,478

利益剰余金 26,434 27,322

自己株式 △1,550 △1,537

株主資本合計 35,037 35,939

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,976 4,665

退職給付に係る調整累計額 133 132

その他の包括利益累計額合計 4,110 4,797

新株予約権 258 242

非支配株主持分 1,673 1,642

純資産合計 41,079 42,622

負債純資産合計 66,896 66,810
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

売上高

完成工事高 20,997 23,413

兼業事業売上高 12,567 12,520

売上高合計 33,565 35,934

売上原価

完成工事原価 19,740 21,425

兼業事業売上原価 10,252 10,036

売上原価合計 29,993 31,461

売上総利益

完成工事総利益 1,257 1,988

兼業事業総利益 2,314 2,484

売上総利益合計 3,571 4,472

販売費及び一般管理費 ※2,942 ※2,980

営業利益 629 1,492

営業外収益

受取利息 7 9

受取配当金 134 146

受取賃貸料 55 55

持分法による投資利益 1 24

その他 47 98

営業外収益合計 246 334

営業外費用

支払利息 39 33

賃貸費用 48 48

その他 14 13

営業外費用合計 102 95

経常利益 773 1,731

特別利益

固定資産売却益 2 0

投資有価証券売却益 0 1

特別利益合計 2 1

特別損失

固定資産処分損 6 6

投資有価証券評価損 19 －

特別損失合計 26 6

税金等調整前四半期純利益 748 1,726

法人税、住民税及び事業税 157 423

法人税等調整額 140 132

法人税等合計 297 555

四半期純利益 450 1,170

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △41 △16

親会社株主に帰属する四半期純利益 491 1,186
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

四半期純利益 450 1,170

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △56 684

退職給付に係る調整額 22 △1

持分法適用会社に対する持分相当額 6 11

その他の包括利益合計 △27 694

四半期包括利益 423 1,864

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 463 1,874

非支配株主に係る四半期包括利益 △40 △9
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 748 1,726

減価償却費 646 692

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △27 △65

賞与引当金の増減額（△は減少） △450 △276

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 0

受取利息及び受取配当金 △141 △155

支払利息 39 33

為替差損益（△は益） 4 △0

持分法による投資損益（△は益） △1 △24

固定資産売却損益（△は益） △2 △0

固定資産処分損益（△は益） 6 6

売上債権の増減額（△は増加） 6,298 4,366

たな卸資産の増減額（△は増加） 128 △258

仕入債務の増減額（△は減少） △1,960 △772

その他 △794 △590

小計 4,479 4,681

利息及び配当金の受取額 144 158

利息の支払額 △40 △32

法人税等の支払額 △940 △756

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,643 4,050

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △240 △231

定期預金の払戻による収入 461 225

有形固定資産の取得による支出 △967 △975

有形固定資産の売却による収入 9 5

投資有価証券の取得による支出 △212 △123

投資有価証券の売却及び償還による収入 0 101

貸付けによる支出 △24 △34

貸付金の回収による収入 12 10

その他 △32 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △993 △1,019

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 85 206

長期借入れによる収入 685 1,350

長期借入金の返済による支出 △1,260 △1,795

自己株式の取得による支出 △0 △8

配当金の支払額 △291 △292

非支配株主への配当金の支払額 △8 △5

その他 △72 △134

財務活動によるキャッシュ・フロー △862 △680

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,782 2,350

現金及び現金同等物の期首残高 7,586 6,800

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※9,369 ※9,151
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

連結子会社が取引先におけるリース債務に対し、保証予約を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

48百万円 22百万円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連

結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －百万円 11百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

従業員給料手当 1,050百万円 1,032百万円

貸倒引当金繰入額 △4 0

賞与引当金繰入額 184 183

退職給付費用 82 78

役員退職慰労引当金繰入額 25 23

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 9,937百万円 9,749百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △568 △598

現金及び現金同等物 9,369 9,151
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 291 5 平成28年３月31日 平成28年６月27日

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期

連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年11月４日

取締役会
普通株式 利益剰余金 291 5 平成28年９月30日 平成28年12月５日

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 291 50 平成29年３月31日 平成29年６月26日

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期

連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年11月６日

取締役会
普通株式 利益剰余金 291 50 平成29年９月30日 平成29年12月４日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

総合エンジ

ニアリング

事業

ＩＣＴ

ソリュー

ション事業

住宅不動産

事業

売上高

(1)外部顧客への売上高 24,143 8,738 682 33,565 － 33,565

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
30 549 8 588 △588 －

計 24,174 9,288 691 34,153 △588 33,565

セグメント利益 112 474 26 612 16 629

(注）１ セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

総合エンジ

ニアリング

事業

ＩＣＴ

ソリュー

ション事業

住宅不動産

事業

売上高

(1)外部顧客への売上高 27,116 8,312 506 35,934 － 35,934

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
68 552 0 621 △621 －

計 27,184 8,864 506 36,556 △621 35,934

セグメント利益 914 520 41 1,476 16 1,492

(注）１ セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間取引消去であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 84円60銭 203円97銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
491 1,186

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
491 1,186

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,812 5,818

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 82円51銭 199円29銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 147 136

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

該当事項はありません。 該当事項はありません。

(注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額」を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

第64期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当につきましては、平成29年11月

６日開催の取締役会におきまして、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

（イ）中間配当金総額 291,874,900円

（ロ）１株当たりの額 50円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年11月８日

ＮＤＳ株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奥 谷 浩 之 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 谷 浩 二 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るＮＤＳ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日
から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連
結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＤＳ株式会社及び連結子会社の
平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
(注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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